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番号 項目 質問事項 回答

1

仕様書3.16所有権の移転お
よび5.7 ハードウェア・ソ
フトウェア

仕様書5.7ハードウェア・ソフトウェアで「(1) 生体認証装置を 2,000 台納入すること（岡山市への所有権移転は含まな
い）。 」と記載がありますが、仕様書3.16 所有権の移転では「委託目的物の所有権は，検査に合格したときをもって本
市に移転するものとする。」 と記載があります。今回導入する生体認証装置2,000台は岡山市様に所有権移転する前提で
の導入で問題ありませんでしょうか（買取前提での導入で問題ありませんでしょうか）。
また「岡山市への所有権移転は含まない」が正しい場合、（生体認証装置として日立指静脈認証装置 H-1（製品型名 PC-
KCA110）を使用する場合）予備機として納入する日立指静脈認証装置 H-1（製品型名 PC-KCA110） 300 台の所有権の考え
方も同様(所有権移転を含まない)でしょうか。

生体認証装置については、「岡山市への所有権移転は含まない」としています。
予備機として納入する日立指静脈認証装置 H-1（製品型名 PC-KCA110）300台についても同様です。

2

仕様書5.6 運用保守(5)およ
び5.7 ハードウェア・ソフ
トウェア(1)

仕様書5.6 運用保守(5) で「生体認証装置の故障時は本市が代替機を用意するので保守不要とする。 」と記載がありま
す。一方で仕様書5.7 ハードウェア・ソフトウェア(1)で「生体認証装置として日立指静脈認証装置 H-1（製品型名 PC-
KCA110）を使用する場合は，本市で所有する機器を使用することとしても良い。この場合は，予備機として日立指静脈認
証装置 H-1（製品型名 PC-KCA110）を 300 台納入すること。」と記載があります。
生体認証装置として日立指静脈認証装置 H-1を利用しない場合、予備機を含め2,300台生体認証装置を納入する（2,000
台：本番利用、300台：予備機）必要がある理解で宜しいでしょうか。

日立指静脈認証装置 H-1（製品型名 PC-KCA110）を利用しない場合は、生体認証装置2000台を納入してください。

日立指静脈認証装置 H-1（製品型名 PC-KCA110）を利用する場合は、生体認証装置300台を納入してください。
岡山市所有の機器は長期間利用しているため、経年劣化での故障交換に対応するためです。

3

入札公告1競争入札に付する
事項(４)支払条件および仕
様書3本業務の基本事項3.9
支払方法

入札公告1競争入札に付する事項(４)支払条件および仕様書3本業務の基本事項3.9支払方法で「運用保守費 各年度払い」
とありますが、年度毎の運用保守費の支払限度額の範囲の中で、「毎月払い」「四半期払い」等分割払いへの変更は可能
でしょうか。

支払方法の変更はできません。

4

仕様書　5.8 その他 「構築期間中に新庁舎への移転を予定している」との記載があります。
貴市の移転予定について、月単位または四半期単位で、どのあたりで移転となるかの予定をご教示頂くことは可能でしょ
うか。
また、構築期間中に移転期間と重複した場合、第３期二要素認証導入業務の貴市庁舎内でしかできない作業（構築やテス
トなど）について、移転に伴い一時的に作業を中断する期間は発生しますでしょうか。
また、作業中断期間が発生する場合、どのくらいの期間、作業が中断するか目安期間をご教示ください。

庁舎移転は8月下旬から11月下旬を予定しています。

作業スペースは旧庁舎及び新庁舎で確保し、移転に際して切れ目なく利用できる予定です。そのため、作業中断期間は発
生しない見込みです。
ただし、持ち込み品、貸出品などの移転は受託業者で行っていただきますので、そのために必要な時間は見込んでくださ
い。

5

仕様書別紙１　機能要件一
覧　項番12

「複数課」及び「複数課端末」について、以下の理解でよいかご教示ください。
・複数課：複数の異なる所属課で構成される課。１つの複数課ごとに、構成する所属課の紐づけ情報で管理する。
・複数課端末：複数課で利用する端末。複数課を構成する所属課それぞれの管理下にあるものとする。

複数課について
　複数の所属課（例えば、Ａ課とＢ課）で構成されるもの（以下、複数課ＡＢとする）
　仕様書別紙１を満たせるのであれば、
　端末に複数の所属課（Ａ課とＢ課）のログイン権限を設定するか、
　端末に複数課（複数課ＡＢ）のログイン権限を設定したうえで複数課（複数課ＡＢ）
  とその構成する所属課（Ａ課とＢ課）の紐づけ情報を管理するか、
　あるいは別の方法で設定を行うかは指定しません。
　ただし、仕様書別紙１に記載のとおり、Ａ課職員でのみログインできる（Ｂ課職員ではログインできない）
　端末もあるため、対応ができることが必要です。

複数課端末について
　お見込みのとおりです。
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